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連結貸借対照表 （2026年３月31日現在） （単位：千円） 
  

科 目 金 額 

資産の部  

流動資産 108,997,578 

現金及び預金 8,062,163 

受取手形及び売掛金 28,387,563 

棚卸資産 12,642,394 

短期貸付金 50,957,974 

その他 8,960,055 

貸倒引当金 △12,572 

固定資産 15,400,861 

有形固定資産 5,688,121 

建物及び構築物 2,245,978 

その他 3,442,142 

無形固定資産 2,474,633 

のれん 815,096 

顧客関連資産 939,600 

その他 719,937 

投資その他の資産 7,238,106 

投資有価証券 4,582,868 

繰延税金資産 1,335,293 

その他 1,360,572 

貸倒引当金 △40,627 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

資産合計 124,398,440 
 

 科 目 金 額 

負債の部  

流動負債 31,175,644 

支払手形及び買掛金 17,914,073 

未払法人税等 2,561,779 

契約負債 4,757,928 

賞与引当金 1,988,993 

役員賞与引当金 220,170 

契約損失引当金 284,895 

その他 3,447,804 

  

  

  

固定負債 2,251,391 

退職給付に係る負債 1,175,329 

資産除去債務 988,943 

役員退職慰労引当金 78,090 

その他 9,029 

負債合計 33,427,035 

純資産の部  

株主資本 89,839,216 

資本金 9,031,257 

資本剰余金 7,181,969 

利益剰余金 73,650,962 

自己株式 △24,972 

その他の包括利益累計額 1,016,562 

その他有価証券評価差額金 480,827 

繰延ヘッジ損益 △1,238 

為替換算調整勘定 161,432 

退職給付に係る調整累計額 375,540 

非支配株主持分 115,625 

純資産合計 90,971,404 

負債及び純資産合計 124,398,440 
 

 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結損益計算書 （2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円） 
  

科 目 金 額 

売上高  112,791,013 

売上原価  83,367,572 

売上総利益  29,423,440 

販売費及び一般管理費  14,493,996 

営業利益  14,929,444 

営業外収益   

受取利息 165,463  

受取配当金 65,871  

持分法による投資利益 96,635  

助成金収入 26,445  

雑収入 42,078 396,494 

営業外費用   

   支払利息 213  

投資事業組合運用損 6,567  

為替差損 220  

雑支出 4,555 11,557 

経常利益  15,314,381 

特別利益   

固定資産売却益 513 513 

特別損失   

固定資産除却損 2,975  

固定資産売却損 1,110  

持分変動損失 4,146 8,232 

税金等調整前当期純利益  15,306,661 

法人税、住民税及び事業税 4,935,619  

法人税等調整額 △165,541 4,770,077 

当期純利益  10,536,584 

非支配株主に帰属する当期純利益  13,357 

親会社株主に帰属する当期純利益  10,523,226 
  

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

1. 連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数 6社 

（2）連結子会社の名称 ケー・イー・エルテクニカルサービス株式会社、 

兼松電子（成都）有限公司、Kanematsu Electronics（Thailand）Ltd.、 

日本オフィス・システム株式会社、株式会社KEL CRESTIA、 

ルートリフ株式会社 

 当連結会計年度において、当社の連結子会社である、株式会社i-NOS、日本アクセス株式会社は、2025年10月1

日付で株式会社i-NOS（2025年10月1日をもって株式会社KEL CRESTIAに商号変更）を存続会社とし、日本アクセ

ス株式会社を消滅会社とする吸収合併をしたため、連結の範囲から除外しております。また、ルートリフ株式会社

については、株式の新規取得により連結子会社としたため、当連結会計年度より連結子会社に含めております。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した関連会社の数 1社 

（2）持分法を適用した関連会社の名称 グローバルセキュリティエキスパート株式会社 

 

（3）持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の名称 

            該当事項はありません。 

  

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、兼松電子（成都）有限公司の決算日は、12月31日であります。 

 連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。 

 

4. 会計方針に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

市場価格のない株式等 主として総平均法に基づく原価法 

 

② デリバティブ 時価法 

③ 棚卸資産 通常の販売目的で保有する棚卸資産 

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ３ ～ 18 年 

貸与資産 ２ ～ ６ 年 
 

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（主として３年以内）に基づく均等

配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上しております。 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。 

顧客関連資産 

効果の及ぶ期間（15年）に基づく定額法を採用しております。 

その他の無形固定資産 

定額法を採用しております。 

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  

（3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に見

合う額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 役員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に見合

う額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規定に基づき、当事業年

度に見合う額を計上しております。 

⑤ 契約損失引当金 契約案件に係る将来の損失に備えるため、当該費用の見積額を計上しておりま

す。 

 

（4）重要な収益及び費用の計上基準 

  当社グループは、ＩＴ（情報通信技術）を基盤に企業の情報システムに関する設

計・構築、ＩＴシステム製品およびソフトウェアの販売および保守・運用サービス

を主な事業としております。 

  これら事業のうち、製品販売や構築等は、財又はサービスの顧客への引き渡し、

検収の受領等、契約上の受渡条件を充足することで、履行義務が充足されると判断

しており、当該時点で収益を認識しております。なお、契約上の受渡条件が、財又

はサービスの顧客への引き渡しであり、出荷から引き渡しまでが通常の期間である

場合、出荷時点で収益を認識しております。また取引の対価は履行義務を充足して

から概ね1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。なお、

対価の受領が1年を超える場合であっても、対価に含まれる金利相当分の金額に重

要性が無いため、金利相当分の調整は行っておりません。 

 役務提供の性質を有する保守やサービス・サポート等は、契約期間にわたり、均

等に収益を認識しております。また取引の対価は、個別の契約による支払条件に基

づき、契約期間に応じて適宜受領しており、重要な金融要素は含まれません。 

 なお、取引価格は、顧客との契約価格に基づいており、変動対価や値引き等はあ

りません。 

 

 



  

- 5 - 
 

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 重要なヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を行っております。 

② 退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生年度に全額費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしております。 

小規模企業等における簡便法の採用 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。 

③ グループ通算制度の適用 

 兼松株式会社を通算親法人としたグループ通算制度を適用しております。 

④ 法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理 

 当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用

する場合の会計処理および開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８

月12日）に従って、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税

効果会計の会計処理ならびに開示を行っております。 

⑤ のれんの償却方法および償却期間 

 ５～15年の定額法により償却しております。 

 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

1. 資産から直接控除した減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 6,660,077千円 

 

 

2. 受取手形及び売掛金の内訳 

受取手形 880,133千円 

売掛金 27,507,429千円 
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（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。また、余剰資金については当社グル

ープの親会社である兼松株式会社へ貸付を行っております。 

 受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。また、投

資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

 デリバティブは、内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株

式等は、次表には含めておりません((注3)をご参照ください。)。 
 

  

 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（1）受取手形及び売掛金 28,387,563 28,387,563 ― 

（2）投資有価証券（注3）（注4） 4,491,563 9,666,578 5,175,014 

資産計 32,879,127 38,054,141 5,175,014 

（1）支払手形及び買掛金 17,914,073 17,914,073 ― 

負債計 17,914,073 17,914,073 ― 

デリバティブ取引（注5） (1,808) (1,808) ― 

デリバティブ取引計 (1,808) (1,808) ― 
 

（注1）現金は注記を省略しており、預金、未払法人税等および短期貸付金は短期間で決済されるため時価が帳簿価格

に近似することから注記を省略しております。 

（注2）為替予約の振当処理はヘッジ対象とされている受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金と一体として処理さ

れているため、その時価は受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金の時価に含めて表示しております。 

（注3）市場価格のない株式等は、「(2)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。 

   非上場株式等 91,304千円 

（注4）投資有価証券には、持分法適用の上場関連会社株式を含めており、差額は当該株式の時価評価によるものを含

んでおります。 

（注5）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては()で示しております。 

 

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類し

ております。 

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

   （単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 2,474,890 ― ― 2,474,890 

資産計 2,474,890 ― ― 2,474,890 

デリバティブ取引     

為替予約 ― 1,808 ― 1,808 

負債計 ― 1,808 ― 1,808 

 

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

   （単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

受取手形及び売掛金 ― 28,387,563 ― 28,387,563 

投資有価証券     

関係会社株式 7,191,688 ― ― 7,191,688 

資産計 7,191,688 28,387,563 ― 35,579,251 

支払手形及び買掛金 ― 17,914,073 ― 17,914,073 

負債計 ― 17,914,073 ― 17,914,073 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

 上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

 為替予約の時価は為替レート等の観察可能なインプットを用いて評価しており、レベル２の時価に分類しており

ます。 

 また、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金と

一体として処理されているため、その時価は、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金の時価に含めて記載して

おります（下記「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」をご参照ください。）。 

 

受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベル

２の時価に分類しております。 

 また、一部為替予約等の振当処理を行っているデリバティブ取引については、為替レート等の観察可能なインプ

ットを用いて評価しており、レベル２の時価に分類しております。デリバティブ取引はヘッジ対象とされている債

権（主として売掛金）と一体として処理しているため、その時価は、当該債権の時価に含めて記載しております。 

 

支払手形及び買掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベル

２の時価に分類しております。 

 また、一部為替予約等の振当処理を行っているデリバティブ取引については、為替レート等の観察可能なインプ

ットを用いて評価しており、レベル２の時価に分類しております。デリバティブ取引はヘッジ対象とされている債

務（主として買掛金）と一体として処理しているため、その時価は、当該債務の時価に含めて記載しております。 
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（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

４．会計方針に関する事項（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 3,174円78銭 

2. １株当たり当期純利益 367円71銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 特に記載する事項はありません。 

 

（その他の注記） 

  特に記載する事項はありません。 


